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２■施策の担当課による評価結果　　　　 
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　南部出張所の建設が計画的に実施することができ、又、職員の各種専科
教育への派遣増により職員の資質向上を図ることができた。

基本成果指標名

〃

〃

　南部出張所の設計も計画的に実施することができ、又、消防訓練等の増
により防火意識の向上を図ることができた。

　各事務事業の推進にあたっては、充分な成果を上げることができたが、
防火水槽設置事業は、予算計上できず未実施であった。

〃

　市民に直結する施策は、優先しなくてはならないが、予算の確立が
困難で事業の実施が出来ず、優先順位が明記できない。

担当課評価

Ａ

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

評価の内容
  近年、多様化する各種災害等から限られた人員等を有効に
活用し市民と協働した安心・安全のまちづくり

　尾張東部南地域消防指令業務共同化に向けた通信機器等のハード面の整備や、三消防本部で共同運用するために組織を始めとする体制の整備を行った。共同化に伴って、高機能消防通信指令システムを導入
することにより、迅速な出動態勢を図ることができる。

　救急出動件数を表す指標

〃

　安全（災害の防御）は市民の生命、身体及び財産の保護に直結する
ため最優先であるが、防災（減災）に自助・共助・公助の協調、役割
の明確化が必要

施策評価票番号

今後の環境変化を踏まえた課題認識

〃

目標値（単位） 実績値（単位）

総合評価

87.3（％）

達成率(％)

　市民に直結する施策は、優先しなくてはならないが、予算の確立が困難で事業の実施が出来ず、優先順位が明記できない。しかしながら、各事務事業の推進にあたっては、充分な成果を上げることができ
た。火災件数については達成度は低い数値となっているものの、前期５年間の平均火災件数は21.4件である。また、救急件数については、平成20年度から減少傾向にあり、22年度は再び増加したが、総体的に
は目標値以内に減少し、充分な成果が得られた。
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２，６２０（件）

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方

19（件）

９０．０（％）

２，２７３（件）

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

平成２７年度評価
（全期間の成果）

１―３―２

実績値（単位）
前期（平成１８年度～平成２２年度）

平成２２年度評価
（前期の成果）

Ａ

消防総務課長
古橋三佐男

評価票作成者

目標値（単位）

　生活環境「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

消防総務課

　火災件数 ２０（件）

　救急出動件数

　消防署の数・配置に対する満足度 97９０．０（％）

２１（件）

基本施策コード消防・救急

　市民の防火意識の向上により火災件数の減少を図り、さらに応急処置等の意識・技術の向上により職
員の資質向上の相乗効果を導き、南部地域への緊急車両の到着時間を減少し市民の安心・安全を守る。

消防本部

　生活安全・安心

２，８４０（件）86.8

200 　火災件数を表す指標

　消防署の設置・配置施策の充実状況を表す指標
達成率(％)

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　南部出張所の建設は前期に計画することができ、又、救命講習の増加と
ともに救急出動件数が減少できた。

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　尾張東部南地域消防指令業務共同化の仕事が大きな位置を占めた。三消防本部における指令業務共同化の合意が取れ、平成２５年度の実現化に向け準備に入ることとなる。より一層の飛躍を目指すため、変
化に対応できる体制作りが必要となる。

指標の定義

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 235（件） Ａ 4 Ａ 196（件） Ａ 4 Ａ

2 900（件） Ａ 1 Ａ 514（件） Ａ 2 Ａ

3 587（基） Ａ 6 Ａ 590（基） Ａ 7 Ａ

4 ― ― 10 ― ― ― 10 ―

5 208（基） Ａ 5 Ａ 208（基） Ａ 1 Ａ

6 1（回） Ｂ 8 Ａ 0（回） Ｂ 8 Ｂ

7 343（人） Ａ 2 Ａ 354（人） Ａ 3 Ａ

8 16（人） Ａ 3 Ａ 22（人） Ａ 5 Ａ

9 37.3（歳） Ｂ 7 Ａ 40.0（歳） Ｂ 6 Ａ

10 209（人） Ｃ 9 Ｂ ― ― 9 ―

11 事業完了 ― ― ― 事業完了 ― ― ―
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13

14

15

　平成２３年度 　平成２４年度

防火意識高揚消防訓練事業 消防訓練実施回数　245（件）  

成果指標と最終目標値(単位)

施策を構成する事務事業の評価情報

立上り消火栓数　598（基）

地下式消火栓設置事業 地下式消火栓数　621（基）  

立上り消火栓設置推進事業

防火対象物、危険物施設の査察事業 立入検査等件数　510（件）

事務事業名称

防火水槽設置事業 防火水槽数　209（基）

消防広域化事業 消防の広域化　設立

消防職員の教育訓練事業 愛知県消防学校教育訓練入校者数　388（人）

消防体験フェア事業 消防体験フェア参加者数　720（人）

消防職員の資格取得事業 資格取得者数・技能講習者数　40（人）

消防団員高齢化対策事業 消防団員組織の強化　平均年齢　34（歳）

南部地域への出張所建設事業（主要事業） 豊明市消防署南部出張所建設　１箇所


